
小川町里山・平地林活動支援事業補助金交付要綱   

令和 ８年 ７月 ７日   

告 示 第 ９ ２ 号   

（趣旨） 

第１条 この告示は、里山・平地林の整備及び再生を通じて、町民に対し、憩いの

空間及び自然体験活動の場を提供し、並びに森林づくり活動に関する情報発信を

支援し、町民参加による森林づくりを推進するとともに、地球温暖化の防止等森

林の有する多面的機能が持続的に発揮できる健全な森林の育成を図るため、予算

の範囲内において小川町里山・平地林活動支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、小川町補助金等の交付に関する規則（昭和５ 

０年小川町規則第３号）に定めるもののほか、この告示に定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、里山・平地林の整備及び再生活動を行お 

うとする団体又は民間非営利団体等（以下「補助対象者」という。）とし、次に 

掲げる要件に該当する者とする。 

⑴ ３人以上で構成され、代表者を有すること。 

⑵ 次のいずれかに該当する者が１人以上所属していること。 

ア 町内に住所を有する者 

イ 町内に森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２条又は第５条に規定する 

森林を所有する者 

⑶ 補助対象者に係る名称、事務所、会員、役員の構成、事業運営及び会計等に 

ついて規定された規約等を有すること。 

⑷ 町内に活動の拠点（事務所及び活動場所）を有すること。 

⑸ 活動の実施につき、所有権その他当該活動を行う里山の利用権を有する者に 

対し説明を行い、その承認を得ていること。 

⑹ 次条に規定する補助対象事業を継続的、積極的かつ主体的に行っていること 

又はその見込みがあること。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、別表第１に定めるものとし、森林所有

者と補助対象者が協働して３年度以上継続して行う事業とする。 

 （補助対象要件） 



第４条 補助事業は、町内で実施する事業とし、補助対象者は、あらかじめ補助対 

象事業を実施する土地（以下「補助対象地」という。）の所有者の同意を得なけ 

ればならない。 

２ 補助対象地は、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２条又は第５条に規定 

する森林であって、町内にある民有林のうち天然林とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、当該事業に要する経費で、別表第２に定めるも 

 のとする。 

（補助金の額） 

第６条 前条の経費に対する補助金の額は、交付対象経費に１０分の３を乗じて得 

 た額（１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）とし、 

１０万円を超えない額とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、小川町 

 里山・平地林活動支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を 

添えて町長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 経費内訳書（様式第３号） 

⑶ 整備予定区域図 

⑷ 活動前の補助対象地の現況写真 

⑸ 事業の実施について補助対象地の所有者に同意を得ていることを証する書類 

⑹ 団体構成員一覧表 

⑺ その他町長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付は、申請日の属する年度において、同一の申請者につき１回限り 

とする。 

（交付決定） 

第８条 町長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその内容を審査し、 

 小川町里山・平地林活動支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により申 

請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の決定に際して必要な条件を付すことができる。 

（事業の変更等） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、 



交付対象事業の内容に変更が生じたとき、又は当該交付対象事業を中止し、若し 

くは廃止しようとするときは、速やかに小川町里山・平地林活動支援事業補助金 

変更等申請書（様式第５号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。た 

だし、軽微な変更である場合は、この限りではない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、 

小川町里山・平地林活動支援事業補助金変更等決定通知書（様式第６号）により 

交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、交付対象事業が完了したときは、小川町里山・平地林活 

 動支援事業補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、交付対 

象事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあっ 

た日の属する年度の３月２０日のいずれか早い日までに、町長に提出しなければ 

ならない。 

⑴ 交付対象経費が分かる領収書等の写し 

⑵ 交付対象事業実施状況の写真及び実施後の写真 

⑶ その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 町長は、前条に規定する報告を受けたときは、その内容を審査し、適当 

であると認めたときは、補助金の額を確定し、小川町里山・平地林活動支援事業 

補助金交付額確定通知書（様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、速やかに小川町里山・平 

地林活動支援事業補助金請求書（様式第９号）を町長に提出するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の 

交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

⑴ 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

⑵ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑶ 補助金交付の目的以外に補助金を使用したとき。 

⑷ 補助金の交付決定後、補助決定者が暴力団員による不当な行為の防止等に関 

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴 

力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接 



な関係を有する者であることが判明したとき。 

⑸ 補助事業の完了年度の翌年度から起算して５年以内に、当該補助対象地を森 

林以外の用途に転用（補助対象地の売渡し、譲渡又は賃借権、地上権の設定の

後、当該対象地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）又は補助対象地

上の立木の全面伐採をしたとき。 

⑹ その他町長が不適正と認めるとき。 

２ 前項の規定は、第１１条の規定により通知をした後においても同様とする。 

（補助金の返還） 

第１４条 町長は、交付対象事業の変更等を承認した場合又は第１３条の規定によ 

 り交付決定の取消し等を行った場合は、当該変更等の承認又は取消しに関し、既 

に補助金が交付されているときは、小川町里山・平地林活動支援事業補助金返還 

命令書（様式第１０号）により期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずる 

ものとする。 

２ 町長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える 

補助金が交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずるものと 

する。   

（書類の整備） 

第１５条 交付決定者は、交付対象事業に係る経費の収入支出を明らかにした書類 

 等を整備し、交付対象事業完了の日の属する年度の翌年から５年間保管しておか 

なければならない。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条関係） 

 補助金の交付の対象となる事業 

１ 里山・平地林再生整備活動（雑木、灌木又は竹の伐採、搬出、植栽、枯損木の処理

等） 

２ 林道、散策道再整備活動（階段工、除草、下草刈り、伐木等） 

３ 森林空間活用活動（展望所又は休憩所の整備、森林を利用した遊具の設置等） 

４ 里山体験啓発活動（里山体験教室の開催、里山整備に係る啓発事業等） 

５ その他町長が里山・平地林の整備又は再生に関すると認められる活動 

 

別表第２（第５条関係） 

 補助の対象となる経費（区分） 

１ 講師謝礼 

２ 消耗品費、燃料費、熱中症対策等の食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕料 

３ 通信運搬費、広告料、手数料 

４ 使用料、賃借料 

５ 原材料費 

６ 備品購入費 

７ 安全費 

８ その他町長が特に認めたもの 

 

 

 

 

 

 


